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研究成果の概要（和文）：30人の子どもを対象にLCを装着し，運動負荷テストを行った．同時にエネルギー消費
量を想定し，LCの妥当性を検討した．その結果，LCを用いた方法は子どもの日常生活活動量を評価する良い方法
であることが示された．次に，300人の子どもを対象に，メンタルヘルスを体力良高群と低下群で比較した．そ
の結果，体力良高群は低下群に比べ，メンタルレジリエンスが良好であることが示された．最後に，スロージョ
ギング(SG)を教材に，小学5年生（23人），中学1年生（146人），高校2年生（250人）を対象に授業を行い，持
久走に対する態度を調べた．その結果，SGの授業は子ども持久走に対する態度を良好にすることが示された．

研究成果の概要（英文）：Firstly, to examine validity of LC, ten children wearing LC on their waists 
performed the walking and running tests and energy expenditure was measured by the expired gas 
analysis method during the tests. As the result, LC method is a good way of measuring physical 
activity (PA) for children in free-living condition.  Secondly, to compare mental health with 
well-fitness group and low-fitness group in 300 children.　The Comparison indicated that 
well-fitness group were better than low-fitness group in mental resilience.  Thirdly, to examine 
changes in attitude toward endurance running before and after the slow jogging unit on 5th grade 
elementary school children (n=23), 1st grade junior high school students (n=146), and 2nd grade high
 school students (n=250). These results suggest that slow jogging unit was able to increase in 
positive attitude toward endurance running.

研究分野：子ども健康増進科学

キーワード： 身体活動量　加速度計　学齢期の子ども　健康　日常生活習慣　メンタルヘルス　スロージョギング　
持久走

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
まず第1に子どもを対象とした身体活動量を評価する方法として，一軸加速度計（ライフコーダ）を用いた方法
の妥当性を検証したことにある．第2には，体力の経年変化をベースに，相対的に体力が高くなった子どもは，
体力が高くならなかった子どもに比べ，メンタルレジリエンスが良好となることを検証したことである．第3に
は，ゆっくり走る，スロージョギングの授業は体力が低い子どもでもその態度を良好にすることを検証したこと
にある．これらのことから，体力が低い子どもに対して身体活動啓発を行う上で重要な学術的，社会的意義が提
示できたと考える．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
科学技術の進歩に伴う社会環境や生活習慣の急激な変化によって，1980年代をピークに子ども
の体力が低下し，体力が低い子どもの数が一方的に増加している（内藤久士：体育の科学．58，
2008）．子どもの身体活動不足（不活動）は体力低下だけでなく，生活習慣病のリスクを高め，
正常な脳・神経機能や多様な動作の発達の阻害を引き起こす．さらに，児童期の不活動（遊び
の減少）は様々な工夫を行う能力やコミュニケーション能力，対人関係や対社会関係を構築す
る能力を阻害するなど心の発達に重大な影響を及ぼす．中でも体力が低い子どもは，このよう
な特徴が顕著であることが予想される．また，このような子どもの不活動とその影響は高い確
率で大人にトラッキングすることが明らかにされている（Vanhala M. et al: Brit Med 
J.320,1998, Hallal PC. et al: Brit Med J.332,2006）．したがって，子どもの不活動による体力
に代表される心・身・社会的な活力の低下は，将来の社会を担う大人の活力低下に繋がるきわ
めて重大な問題である．そのため，子どもの身体活動を促進し体力向上を図ることで心・身・
社会的にも健康で元気な子どもを育成していくことは，日本の国家が発展し続けていくために
必須であり，国益に直結する国家的問題である． 
２．研究の目的 
本研究の目的は，（１）加速度計を用いた精度の高い子どもの身体活動量評価法を確立すること，
（２）学齢期の子どもを対象に，相対的に体力が低い子どもが身体的、精神的、社会的健康に
ついてどういう特徴があるかについて縦断的検討すること，（３）学齢期の子ども（小学生，中
学生，高校生）を対象に身体活動促進啓発を中心とした介入（体育の授業や学校での取り組み
を中心とした介入）が，スポーツ・運動や身体活動に関する意識におよぼす影響について検証
することを目的とした． 
３．研究の方法 
（１）小学生，中学生，高校生各 10人を対象に，安静時，トレッドミル運動負荷テストを実施
し，腰部に加速度計（ライフコーダ：LC）を装着し経時的な加速度の推移を測定するとともに，
ダグラスバッグ法で採取した呼気ガスを乾式ガスメーター（喚起量）と質量分析機（酸素，二
酸化炭素濃度）により分析することで，エネルギー消費量を測定し，加速度計の値から身体活
動量（エネルギー消費量）を推定する妥当性を検討した． 
（２）小学 4年生約 300 名を対象に，中学 2年生時までの 4年間の体力の推移を縦断的に追跡
するとともに，相対的に体力が高くなった子ども（体力向上群）と体力が低くなった子ども（体
力低下群）に分類し，メンタルヘルスの指標，生活習慣調査，運動や学業に対する意識調査（い
ずれも質問紙法）を実施し，体力が低い子どもの身体的、精神的、社会的特徴を検討した． 
（３）身体活動促進啓発を中心とした介入（体育の授業や学校での取り組みを中心とした介入）
として，体育の授業でゆっくり走るスロージョギングを導入した授業実践を，小学 5年生（26
人），中学 1年生（146 人），高校 2年生（250 人）を対象に行い，スポーツ・運動や身体活動に
関する意識におよぼす影響について検討した． 
４．研究成果 
（１）トレッドミルによる多段階運動負荷テスト時の加速度値と単位時間当たりの酸素摂取量
から計算した METs (Metabolic Equivalents)との関係を検討したところ，両者の間には有意な
高い正の相関関係（小学生：r=0.883, p<0.0001, y=0.0432x2+0.0914x+1.786，中学生：r=0.913, 
p<0.0001, y=0.0781x2+0.0262x+2.098 ， 高 校 生 ： r=0.886, p<0.0001, 
y=0.0516x2+0.1863x+1.7812）が認められた． LC で測定した加速度値は歩，走行のエネルギー
消費量と高い相関を示したことから，LC を用いることにより精度良く学齢期の子どもの身体活
動量が評価できることが確認された． 
（２）小学 4年生時から中学 3年生時にかけて相対的に体力が高くなった体力向上群は，相対
的に体力が低くなった体力低下群に比べ，中学 2 年生時の生活習慣の指標（就寝時刻，1 日あ
たりのテレビ視聴時間，1日あたりの運動時間），メンタルヘルスの指標（精神的回復力，スト
レス対処能力，ストレス尺度のスコア）と，主観的学力が有意に良好な数値を示した． 
（３）小学 5年生を対象にスロージョギングを教材にした体育の授業を 3時間行い，その前後
で持久走に対するイメージと 20m シャトルランを実施したところ，体力の高い児童には大きな
変化が見られなかったが，体力が低い児童では単元後に 20m シャトルランの回数が有意に増え，
持久走に対する意識が肯定的になる傾向が見られた．また，中学 1年生を対象にスロージョギ
ングの授業を 5時間行い，その前後で授業態度を評価したところ，体力が高い生徒だけでなく
体力が低い生徒でも快適感情と認知的成分が有意に単元後で高くなっていた．さらに，高校 2
年生を対象にスロージョギングの授業を 5時間実施し，その前後で授業態度を評価したところ，
中学生と同様に，体力が高い生徒だけでなく体力が低い生徒でも快適感情と認知的成分が有意
に単元後で高くなっていた．これらのことから，体育の授業でゆっくり走るスロージョギング
を教材として導入した持久走の授業を行えば，体力が低く持久走が苦手な学齢期の子どもでも，
持久走を好意的にとらえて授業に取り組むことができることが示された． 
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